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企業経営の三つの留意点

企業経営上、管理者の認識の不十分、または担当者のミスで法律または税務リスクが生じて、企業に損失を与えることがあります。

売掛金の回収時効

　裁判所に民事権利保護を請求する訴訟時効は3年として、売掛金の支払を約束した期限を過ぎた後、必ず3年以内に未払い者を起訴しなければならず、法律はその合法権益を保護するが、その3年時効を超えたら、法によって起訴権を享有するが、勝訴権を失い、裁判所は訴訟請求を過ぎたことを理由に起訴を退ける。勝訴権を失った元の債務を自然債務に転化し、法律の強制力による保護を受けられない。継続的な取引がなく、１年以上を超過した売掛金の未回収金に対して、定期的に書留書面で催促しなければならない。特に注意すべきことは対帳函（残高確認通知書、以下、同）は訴訟時効を中断させることができない。但し、対帳函に支払催促の意思を表示された場合に限り除外です。

領収書の悪用

企業間の取引上、買方は売方の領収書を受けた後、売方に代金を支払うことは慣行となっており、代金を支払わないようとする企業に「すでに現金で代金を支払い済み、その領収書を証とする」という理由で債務デフォルトを悪用される。その際、代金未回収の企業はその悪徳企業に提訴したとしても、裁判所は「領収書管理弁法」第三条を根拠に悪徳企業が現金で代金を支払済みと判定し、提訴を退けた。その対策として、契約に領収書の発行は代金回収の証明としないことを付け加えるべきです。

取引実体のない領収書

企業は商品を購買しまたはサービスを受ける場合、相手に増値税領収書の発行を求めるが、その相手は一般納税人資格を有せず、他社に発行してもらうことがある。その際、企業は2014年税務総局３９号公告の要求に基づいて、相手が提供した領収書は貨物（サービス）、資金、領収書の三者と合致しているか否かを確かめなければならない。さもなければ、企業は相手が領収書を虚偽発行したことに引っ掛かる恐れがある。

「工業産品生産許可証「一企一証」の改革実施方案」の配布に関する

国家品質監督検験検疫総局の公告についての解説
国家品質監督検験検疫総局は、2018年1月12日付「工業産品生産許可証「一企一証（注：一企業一許可証、以下、同）」の改革実施方案」の配布に関する公告（以下、公告という）を配布、同月15日から実施する。本稿では「公告」の概要を以下通り取り纏めます。

背景

政府の打出した「許可証削減」の政策の下で工業産品生産許可証制度の改革を深め、生産許可証の審査プロセスを短縮し、企業の負担減のために、国家品質監督検験検疫総局は地方での試行を経て「公告」を公布した。

「一企一証」の改革

「公告」の工業産品生産許可証「一企一証」の改革は、工業産品生産許可証は企業を主体とする許可証発行パタンを取り、一企業に対して一許可証を与えることを実施する。営業許可書を有するすべての生産企業が工業製品生産許可書管理目録に収録している多種類の製品を同時に申請する場合、許可書審査発行部門は　併合審査を実施し、決められた期限内に決定し、且つ一つの工業産品生産許可証を配布し、副本に許可した産品の名称を注記する。新しい許可証番号は企業の関わる産品のナンバーから選択し、主要産品のナンバーを許可証の番号とする。すでに許可証を有している企業は「一企一証」に基づいて新しい許可証を取り替える。

窗体底端

三、許可証の有効期限及び更新

許可証の有効期は5年として、期限満了6か月前更新を申請しなければならない。

四、許可範囲の変更

企業は「工業産品生産許可証実施細則」の規定に基ついて1種類以上産品の増加を申請する場合、品質監督検験部門は受理、審査し、許可の要求を満した場合、元の許可証を回収し、新しい許可証を発行する。

住所または名称の変更

許可証の有効期限内に企業は生産住所を移転し、或いは社名または住所を変更した場合、新しい許可証を取り替える。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家品質監督検験検疫総局の「工業産品生産許可証「一企一証」の改革実施方案」の配布に関する公告『重要法規解説』をご参照下さい）
	2018/01/15

	2
	国家税務総局の「海外投資者の配当利益による直接投資に源泉所得税を暫時徴収しない政策に関連する執行問題に関する公告」
	2018/01/01

	3
	環境保護部の「国家先進汚染防止処理技術目録（固体廃棄物処理処置、環境騒音と振動制御領域）」2017年の配布に関する公告」
	2018/01/08

	4
	環境保護部の「汚染排出許可管理弁法」（試行）
	2018/01/10

	5
	国家発展と改革委員会の「企業投資項目事中事後監督管理弁法」
	2018/02/04

	6
	審計署の「内部監査業務の規定」
	2018/03/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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